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将来の高速大容量通信に向けた無線要素技術

IMT-Advanced 高速大容量無線伝送 4G無線システム
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定額制時代の大容量・高効率通信を支える技術特集

大矢
お お や

智之
ともゆき

長
ちょう

敬三
けいぞう

楢橋
ならはし

祥一
しょういち

IMT-Advanced（4G）およびその発展システムにおいて

は，現在よりはるかに高速大容量な無線伝送が可能になる

と期待されている一方で，高周波数帯・広帯域利用に伴う

さまざまな困難を補償するための技術が必要となる．将来

の高速大容量無線アクセスを実現する要素技術について，

最新の技術動向や研究の取組みを解説する．

先進技術研究所

1. まえがき
移動通信技術の発展に伴い，ピー

ク伝送速度は2年でほぼ倍のペース

で向上してきた．しかしながら，固

定網における伝送速度は移動通信よ

りも5年程度先行しており，今後も

高速大容量化に対する要求は続くと

考えられる（図1）．

また，アンテナや無線回路におい

ても，FOMAシステムのマルチバン

ド化（800MHz帯，1.7GHz 帯，

2GHz帯）に対応した共用技術など，

システムの高性能化を実現しながら，

置局の簡易化が進んでいる．

将来システムとして，国際電気通

信連合無線通信部門（ITU-R ：

International Telecommunication

Union-Radio communication sector）＊1

で検討されているIMT-Advanced＊2

（4G）[1]においては新周波数帯を利用

した最高1Gbit/s伝送の実現が想定さ

れており，周波数利用効率の向上は

もちろんのこと，さらなるマルチバ

ンドに対応した回路技術や高度なア

ンテナ技術などが重要になってくる．

本稿では，周波数利用効率向上のた

めの無線信号処理技術の１つとして，

基地局間協調送信に基づくMIMO

（Multiple Input Multiple Output）＊3

技術の高度化とともに，基地局およ

び移動端末アンテナ技術と，無線回

路技術として移動端末用高効率マル

チバンド電力増幅器（PA：Power

Amplifier）および基地局用線形PA

の動向について述べる．

2. 将来の高速大容量通信に
向けた要求条件と課題

IMT-Advanced（4G）では，3～

4GHz帯をはじめとする高周波数帯

域の利用が想定されており，第3世

代移動通信システム（2GHz帯）と

比較して，3.5～6dB程度伝搬損失

が増加することになる[2]．また，さ

らなる高速データ伝送のために，使

用帯域幅も最高100MHz程度と想定

されているため，1.25～20MHz幅

利用のシステムであるSuper 3G

（LTE：Long Term Evolution）＊4

[3][4]を単純に高周波数帯・広帯域

運用したと仮定すると，リンクバ

ジェット＊5として最低でも3.5dB，

場合によっては十数デシベル以上の

追加利得が必要であることになる

（表1）．

これらの課題を克服するための要

素技術の例を以下に述べる．

3. 無線信号処理技術
セルラ環境において，セル端やセ

クタ境界でのスループットを低下さ

せる要因として，セル／セクタ間の

＊1 ITU-R：国際連合の電気通信分野におけ
る専門機関であり，無線通信規則の改正
や，各国間における周波数利用の調整な
ど，無線通信に関する国際的な管理調整
業務を行う部門．

＊2 IMT-Advanced：第4世代移動通信．第3
世代移動通信（IMT-2000）の後継システム
としてITU-Rで検討されている．

＊3 MIMO：送受信に複数のアンテナを配備
し，マルチパスによって生じる空間的な
伝搬の性質の違いを利用することでアン
テナ数に比例して無線リンクの容量を増
大させる無線技術．

＊4 LTE：3GPPでLong Term Evolutionとし
て検討されている第3世代の拡張規格．
ドコモで提唱しているSuper 3Gと同義．
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同一周波数干渉の問題がある．

セル／セクタ間干渉を制御するた

めに，第2世代のPDC（Personal

Digital Cellular）では異なる周波数を

使用（周波数間の直交性を利用）

し，第3世代のW-CDMAでは異なる

拡散符号を使用（符号間の直交性を

利用）している．さらに，Super 3G

（LTE）ではOLI（OverLoad Indica-

tor）に基づく低周期のFFR（Frac-

tional Frequency Reuse）が検討さ

れており，セル間干渉を低減するこ

とができる[5][6]．そのほか，送信電

力制御，ビームフォーミング＊6，ソフ

トハンドオフ＊7，周波数繰返し利用＊8

などさまざまな技術があり，GSM

（Global System for Mobile commu-

nications）における低周期の周波数

ホッピング[7]といった実現例やRP

（Reuse Partitioning）[8][9]といっ

た研究例が多くなされている．

これらのほかに，基地局間の無線

リソースの直交化にMIMOを適用

する試みがある．MIMOは空間多重

を実現する技術であるため，分散さ

れた基地局アンテナ間でMIMOを

適用すれば基地局間の無線リソース

の直交化を図ることができ，従来の

基地局間非協調型MIMOシステム

と比較して高いシステムスループッ

トを達成することができる（図2）

[10]～[16]．

aSU-MIMOとMU-MIMO

SU-MIMO（Single User-MIMO）

と，DPC（Dirty Paper Coding）＊9に

よるMU-MIMO（Multi User-MIMO）

は，総受信アンテナ数が等しい場合

に達成できる総容量の上限は同じで

あるが，MU-MIMOの方が，よりア

ンテナ間相関を低減できる可能性が

あることや，マルチユーザダイバー

シチ効果による平均容量の向上の効

果が期待できる利点がある（図3）．

また，MU-MIMOでは送信側で伝

送路状態（CSI： Channel State

＊5 リンクバジェット：基地局と移動端末の
間の平均的な電力レベル配分の設計値の
こと．送信電力や周波数，受信感度など
の各種無線パラメータから，セル半径を
算出する場合などに用いられる．

＊6 ビームフォーミング：複数のアンテナの
位相の制御によってアンテナに指向性パ
ターンを形成し，特定方向に対するアン

テナ利得を増加／減少させる技術．
＊7 ソフトハンドオフ：ハンドオフ技術の1

つであり，移動端末が複数の基地局を
またがって移動する際に，複数の基地局
と同時に無線リンクを確立することを特
徴とする．ソフトハンドオフの効果は，
ハンドオフ時の瞬断時間の短縮や，セル
端における受信品質の向上である．

＊8 周波数繰返し利用：利用可能な周波数を
複数のグループに分割し，隣接する基地
局で異なる周波数グループを利用するこ
とで，セル間の干渉を低減させる技術．

方式 
3G 4G リンクバジェット上の差分 
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図1 移動通信速度の向上

表1 第4世代移動通信のリンクバジェット
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Information）を知る必要があるも

のの，移動端末に多数のアンテナを

搭載することが困難な状況での，平

均容量の向上に適している側面もあ

る．

s基地局間MU-MIMO協調送信

基地局アンテナを分散配置するこ

とにより，到来波の角度広がりが増

加し，空間多重の特性が向上する可

能性がある．また，基地局当りのア

ンテナ数を低減させることができ，

実装や運用における利点につながる

ことも考えられる．

d基地局間MU-MIMO協調送信の

適用シナリオ

基地局間MU-MIMO協調送信を既

存の移動通信システムに適用する場

＊9 DPC：干渉キャンセルのための符号化技
術の1つ．DPCでは，受信の際の干渉が
ゼロとなるよう，送信機にて干渉の補償
処理が実施される．送信側に送信信号の
他に受信側の干渉信号の情報が必要である．
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図3 SU-MIMOとMU-MIMOの容量

4本 

SU-MIMO MU-MIMO
基地局間 

MU-MIMO協調送信 
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基地局1 基地局1

移動端末1 移動端末1 移動端末2

基地局1 基地局2

移動端末1 移動端末2
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分散化に伴い空間多重の特性が向上 

基地局と移動端末にアンテナが集中 移動端末のアンテナが分散 
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平均レートの向上 
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図２　SU-MIMO/MU-MIMOから基地局間MU-MIMO協調送信へ
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合，複数の基地局間で信号処理のた

めの多量の情報を交換する必要があ

り，図4（c）に示すような多数基地

局間の協調は現実的ではない．一

方，図４（a）に示す基地局内（セク

タ間）協調はもっとも実現が容易で

あるが，FOMA網で広く使用されて

いる光張出し[17]の構成を利用する

と，図４（b）に示すように少数基地

局をクラスタ化して協調させること

も可能と考えられる．

限られた基地局をクラスタ化し，

基地局間MU-MIMO協調送信を行っ

た検討例として，7基地局間で協調

を行った場合の中央セル境界付近の

ユーザは，SINR（Signal to Interfer-

ence plus Noise Ratio）の中央値が最

大で5dB程度向上することが示され

ている[18]．

4. アンテナ技術
4.1 基地局アンテナ
高速伝送実現に向けたアンテナの

技術課題を図5に示す．高周波数帯

では伝搬損失やアンテナ給電部の損

失が増大するため，アンテナ利得の

増大・アンテナ給電部損失の低減が

必要となる．アンテナ利得が増加す

ると指向性が鋭くなるため，移動端

末を追尾するアダプティブアンテナ

アレー＊10が必要となる．アダプティ

ブアンテナアレーのシステム適用検

討結果はドコモをはじめ，その有効

性が多数報告されている[19][20]．

今後IMT-Advancedに向け，広帯域

化への対応や，MIMO伝送との制御

の切替法なども重要な課題となる．

アンテナ給電部の損失低減には，

増幅器などのアクティブ素子をアン

テナに一体化するアクティブアンテ

ナ構成が提案されており，衛星放送

受信用アンテナなどで実用化されて

いる．セルラシステムの基地局受信

装置に本構成を適用すると，移動端

末の送信出力や消費電力の低減に大

きく寄与すると考えられる．基地局

アンテナにアクティブアンテナ構成

を適用するうえで，アンテナと回路

の性能を統合的に考えて，より作り

やすい構成を実現する目的で，フィ

ルタ機能をアンテナにもたせる検討

などを進めている[21]．

4.2 移動端末アンテナ
移動端末においてはマルチアン

テナ伝送やワンセグや無線ICカー

ドなどさまざまな機能の要求のた

め，複数システム間でアンテナを

共用することなどによるアンテナ

＊10 アダプティブアンテナアレー：複数のア
ンテナ素子を並べて配置し，各素子で送
受信する信号に重み付けをして合成する
ことにより，アンテナの指向性を適応的
に変えることができるアンテナ．指向性
の形成は，ベースバンドのデジタル信号
に対して，デジタル信号処理により各素
子の信号に重み付けを行うデジタルビー

ムフォーミング構成が一般的である．
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図4 基地局間MU-MIMO協調送信の適用シナリオ



容積削減が重要な課題となってい

る．また特にマルチアンテナ伝送

においては，電波の到来環境や実

使用状態，総合的な無線伝送性能

まで考慮したアンテナ性能評価技

術の確立，アンテナ性能改善が重

要であり，実使用を考慮したアン

テナ配置法，性能評価法について

ドコモをはじめ積極的に検討され

ている[22]～[26]．

5. 無線回路技術
PAは無線回路の重要デバイスの1

つであり，移動端末用PAのマルチ

バンド化と，高い非線形ひずみ補償

能力を有し高効率動作可能な基地局

用線形PA構成法の確立，という主

要課題がある．

5.1 移動端末用PAのマル
チバンド化

移動端末の無線回路部に関して，

現状のFOMA端末では周波数帯

（800MHz帯，1.7GHz帯，2GHz帯）

ごとに回路を搭載することでマルチ

バンド化（対応周波数帯の追加）を

図っている[27]が，この手法でのさ

らなるマルチバンド化は移動端末の

大きさの点から困難である．1つの

無線回路で複数の周波数帯に対応さ

せる手法として，回路の広帯域化，

リアクタンス可変素子＊11の適用な

どがある．MEMS（Micro Electro-

mechanical Systems）技術＊12を用い

たMEMSスイッチ[28][29]は，無線

周波数帯でもオン時の低挿入損失と

オフ時の高アイソレーション＊13を

両立でき，低ひずみである点で近年

注目されている．ドコモではMEMS

スイッチの利点を活かしたPAのマ

ルチバンド化を検討している[30]．

MEMSスイッチを用いた900MHz

帯，1.5GHz帯，2GHz帯，2.6GHz帯

の4バンド1W級PAモジュールの試

作例を図6に示す[31]．入力側と出

力側の同じ番号のMEMSスイッチ

に関して，1 番をオンにすれば

900MHz帯で，2番をオンにすれば

1.5GHz帯で，3番をオンにすれば

2GHz帯で，そして，すべてオフに

すれば2.6GHz帯でそれぞれ動作す

る．また，実用化の観点から，さら

なる小型化，ひずみ補償・送信電力

制御時の低消費電力化などに対する

マルチバンド化手法の確立が課題で

ある．

5.2 基地局用線形PA構成
法の確立

基地局用線形PAの構成では，PA

で発生する非線形ひずみを効果的に

補償するとともに高効率に動作させ

ることが要となる．FOMAシステム

では低消費電力化および変復調部

（デジタル信号処理）との親和性の

観点から，非線形ひずみ補償法とし

てデジタルプリディストータ（DPD：

Digital PreDistorter）＊14を採用して

いる．高効率動作の観点では，ドハ

ティ増幅器＊15が着目されるととも

にドハティ増幅器とDPDを組み合

わせる構成が提案され[32][33]，PA
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＊11 リアクタンス可変素子：リアクタンスと
は，直流回路における抵抗のように，交
流回路のコイルやコンデンサにおける電
圧と電流の実効値を関連づける量のこ
と．リアクタンスでは電力は消費されな
いため，抵抗とは区別する．リアクタン
ス可変素子とは，リアクタンスの値を可
変にできる素子であり，代表的なものと

して可変容量ダイオードがある．
＊12 MEMS技術：MEMSとは，半導体と同様

のプロセスによってセンサ，アクチュエ
ータ，電気回路が集積化された，微小寸
法電気機械システムのこと．MEMS技術
とは，MEMS製造に用いられる半導体製
造技術，電気回路技術，機械加工技術な
どの技術を体系的に統合した技術のこと．

＊13 高アイソレーション：アイソレーション
とは，信号の分離度を表す指標であり，
スイッチの場合ではオフ状態での信号の
漏れる度合いを表す．高アイソレーショ
ンとはアイソレーションの高い状態であ
り，アイソレーションが高いほど信号の
漏れが少なく，スイッチとして良好な特
性を示す．
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図6 MEMS応用マルチバンドPA
(4バンド1W級PAモジュール)
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図5 高速化に向けたアンテナへの課題



の飽和点近傍で動作させる方法が検

討された．

飽和点近傍においては従来の

DPDでは補償困難な，周波数に依

存する非線形ひずみが発生すること

から，DPDの補償能力改善が求め

られる．ドコモではこれを可能とす

るDPDを考案[34]するとともにドハ

ティ増幅器との組合せ評価[35]およ

びB級PA＊16との組合せ評価[36]を

実施している．考案したDPDの非

線形ひずみ補償例を図7に示す．基

地局用線形PAのさらなる高効率化

に向け，PAへの入力信号の包絡線

に基づきPAの動作点を適応的に制

御する構成（Envelope Tracking）

などが検討されている[37]．

6. あとがき
本稿では，将来の高速大容量移動

通信システムを支える無線要素技術

の動向について述べた．また，

MIMO技術を発展させ，基地局間干

渉を制御しながらシステムスループ

ットを向上させる技術や，基地局・

移動端末アンテナの高度化技術，

PAのマルチバンド化・高効率化技

術などの動向や技術課題を明らかに

した．

今後はこれらの課題の解決を図

り，実システムへの適用についてさ

らに検討を進める予定である．
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